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国立研究開発法人森林研究・整備機構 平成３１年度計画 

 

元森林機構第１１０３０１号 

令和２年２月４日変更 

 

 独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の５第１項の規定に基づき、平

成 31年３月 26日付けをもって認可された国立研究開発法人森林研究・整備機構（以下「森

林研究・整備機構」という。）の中長期計画を達成するため、同法第 35条の８において準

用する第 31 条の定めるところにより、次のとおり平成 31 年度の業務運営に関する計画を

定める。 

 

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置 

１ 研究開発業務 

（１） 研究の重点課題 

ア 森林の多面的機能の高度発揮に向けた森林管理技術の開発 

（ア）森林生態系を活用した治山技術の高度化と防災・減災技術の開発 

ａ 山地災害発生リスクの予測と森林の防災機能の変動評価 

海岸防災林の津波に対する耐性を強化するために必要となる健全な根系発達に

必要な生育基盤盛土の土壌条件を明らかにする。 

ｂ 森林の水源涵
かん

養機能を高度に発揮させる技術の開発 

森林施業が森林の水源涵
かん

養機能に与える影響を評価するため、林冠構造の違い

による水・物質移動の変動に及ぼす影響を明らかにする。 

ｃ 森林気象害リスク評価手法の開発 

倒木発生リスク評価と気象環境推定に基づいて、風害リスクマップを広域的に

作成し、風害リスクの地域特性を明らかにする。 

ｄ 森林生態系における放射性物質の動態把握と予測モデルの開発 

森林内の放射性セシウム分布の調査を継続し、原発事故後の経年的な推移を明

らかにするとともに、長期モニタリング成果や森林総合研究所で整備した放射性

セシウム動態データベースを活用し、森林の将来の汚染状況を予測するモデルを

開発する。 
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（イ）気候変動の影響評価技術の高度化と適応・緩和技術の開発 

ａ 長期観測による森林・林業への気候変動影響評価技術の高度化 

 CO2 フラックス観測データの精緻化のため、日本の主要樹種の群落 CO2 吸収量の

年変動とその環境依存性を評価する。また、亜寒帯域林生態系における炭素・窒素

蓄積に対する温暖化影響を明らかにするため、林床に生育する蘚苔地衣類の寄与を

評価する。 

 

ｂ 生態系機能を活用した気候変動適応及び緩和技術の開発 

 気候変動対策のための制度・資金メカニズムについて、森林分野の緩和・適応・

生態系保全のシナジー効果を最大化する仕組みを明らかにする。また、開発途上国

において様々な条件の下で実施される REDD プラスプロジェクト活動により達成さ

れる排出削減の効果を、開発途上国が適切に評価し、クレジットを配分するための

手法を確立する。 

 

（ウ）生物多様性の保全等に配慮した森林管理技術の開発 

ａ 生物多様性保全等の森林の多面的機能の評価及び管理技術の開発 

 森林のもつ３種以上の多面的機能について地図上に図示する空間評価モデルを開

発し、多面的機能の相互関係を明らかにするとともに、森林生態系の定量的評価手

法を提案する。絶滅危惧種ニホンライチョウの統合的保全手法を提案する。 

 

ｂ 環境低負荷型の総合防除技術の高度化 

 ニホンジカによる造林地への加害を防ぐために設置される様々な防鹿柵について

その効果を明らかにし、設置、運用上の課題を提案する。ヒバ漏脂病の抵抗性判別

のための接種検定法を開発し、発病率低下効果の実証試験によりヒバ漏脂病の施業

方法の工夫による回避法を提案する。 

 

イ 国産材の安定供給に向けた持続的林業技術の開発 

（ア）持続的かつ効率的な森林施業及び林業生産技術の開発 

ａ 地域特性と多様な生産目標に対応した森林施業技術の開発 

 針葉樹人工林の伐採前の前生広葉樹密度から伐採後の更新個体数を予測し、人工

林の広葉樹林化の可能性を評価する指標を提示する。森林施業の効率化のために、

車両走行および車両系機械地拵えが、植栽後の雑草成長と初期保育へ与える効果と

影響を評価する。 
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ｂ 効率的な森林管理手法及び先導的な林業生産技術の開発 

 造材作業における素材の品質判定用のセンサ類を実装したハーベスタを開発し、

品質計測性能を評価する。森林利用者の健康向上に資する森林管理のために、疫学

調査をもとに森林散策頻度と生活習慣病との関連を検証する。 

 

（イ）多様な森林資源の活用に対応した木材供給システムの開発 

ａ 持続的林業経営と効率的流通・加工体制の構築に向けた社会的・政策的対策の

提示 

 新たな森林管理システム推進のために、森林組合の今後の事業展開と林業労働者

の質的量的な変化を分析し、森林所有者を補完する森林管理の担い手としての課題

と解決策を提示する。人工林の資源保続と有効利用に向けた情報提示のために、カ

ラマツの地位分布等の生産基盤を北海道においてモデル化し、需給マッチング方策

の提案を行う。 

 

ｂ 地域特性に応じた木質エネルギー等の効率的利用システムの開発 

 チップ生産の効率化のため、破砕原料の寸法や樹種の違いによる、チップ化時の

消費エネルギーや破砕コストの差異を明らかにする。早生樹利用拡大のため、新た

な取組として、地域で入手可能な資源を有機肥料として有効利用する観点から、家

畜排せつ物を使用したヤナギの超短伐期施業の収穫量やコストを試算する。 

 

ウ 木材及び木質資源の利用技術の開発 

（ア）資源状況及びニーズに対応した木材の利用技術の開発及び高度化 

ａ 原木等の特性評価技術の開発及び製材・乾燥技術等の高度化 

 丸太品質の非破壊測定技術高度化に向けて、錘の付着により打撃音の共振周波数

が低下することによりヤング率等を推計する質量付加振動法について、測定精度の

向上と製材工場等でも適用可能な方法の開発のため、錘の加除に替えて丸太端部の

鋸断前後の共振周波数の差違を用いた場合の測定精度を明らかにする。 

 国産早生樹の利用可能性を検討するため、材の密度や含水率等の基礎データを蓄

積するとともに、製材時の送り速度等の適切な加工条件を提案するために、製材時

の消費電力量や切削力等を測定して加工の難易等の鋸断特性を明らかにする。 

 

ｂ 新規木質材料利用技術、構造利用技術及び耐久性付与技術の開発 

 合板、削片板等の木質面材料を構造用途で用いるための耐水性能の評価方法を開

発する。木材の木取りがスギ CLTラミナのせん断強度に与える影響を明らかにする。

屋外で使用する難燃処理木材からの薬剤の溶脱現象を短期間で評価するための試験
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条件を明らかにする。 

（イ）未利用木質資源の有用物質への変換及び利用技術の開発 

ａ 多糖成分等を利用した高機能・高付加価値材料の開発 

 セルロースナノファイバー(CNF)実用化を促進するため、一貫製造プロセスで生産

する CNF の製造コストを、前中期計画の最終年度（平成 27 年度）での実績値から

25％削減する 

 

ｂ リグニンの高度利用技術の開発 

 改質リグニン製造技術において、高付加価値な改質リグニンの製造と、高付加価

値用途に展開可能な副産パルプの製造を同時に達成するため、改質リグニン製造条

件と、改質リグニン及び副産パルプの物性との関係を明らかにする。 

 

ｃ 機能性抽出成分の抽出・利用技術の開発 

 国産材を原料として製造した醸造・蒸留アルコールの香り等の含有成分に関する

化学的な特徴を明らかにし、最適な製造条件を確立する。 

 

エ 森林生物の利用技術の高度化と林木育種による多様な品種開発及び育種基盤技術

の強化 

（ア）生物機能の解明による森林資源の新たな有効活用技術の高度化 

ａ 樹木の生物機能の解明とその機能性の新たな有効活用 

 気候変動等の環境変化に対する樹木の応答を予測可能にするため、スギなどにお

いてゲノム情報と環境要因との関連性を調べ、適応等に関わる遺伝子領域を明らか

にする。 

 樹木の環境ストレス耐性や代謝産物に関わる遺伝子情報を整備するため、樹木の

代謝（窒素同化、炭酸同化、アルミニウム無毒化タンニン合成など）に関連する酵

素遺伝子の機能を解明する。 

 樹木が有する様々な機能を有効活用する大量増殖などの技術を高度化するため、

ヒノキ科樹木について単一細胞からの個体再生条件を解明する。 

 

ｂ きのこ及び微生物が有する生物機能の解明と新たな有効活用 

 高級菌根性きのこの栽培技術を開発するため、マツタケの子実体原基形成に適し

た栽培条件を明らかにするとともに、マツタケ菌を凍結保存可能となる条件を確立

する。また、国産トリュフ感染苗の野外植栽後のトリュフ菌の定着条件を明らかに

する。 

 微生物を利用した、木質成分から新規有用物質への変換技術の開発を進めるため、
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リグニン代謝産物である新規有用物質 2－ピロン 4,6－ジカルボン酸（PDC）の生成

過程おいて、代謝物質の挙動を網羅的に捉えることのできるメタボローム解析での

精査を行うことにより、PDC生産技術の低コスト化を進める。 

 

（イ）多様な優良品種等の開発と育種基盤技術の強化 

ａ エリートツリーと優良品種の開発及び高速育種等の育種技術の開発 

 検定等の進捗状況を踏まえ、エリートツリーについては概ね 65系統、初期成長が

優れた品種等の優良品種については概ね 25品種を目標として開発する。 

 また、地球温暖化や花粉症等に対応するための優良品種等の早期開発に対応可能

な高速育種技術等の育種技術の開発を進める。 

 

ｂ 林木遺伝資源、バイオテクノロジー、国際協力等による育種・普及技術の開発 

 優良品種等の遺伝子型の決定と原種苗木配布システムの開発を引き続き進めると

ともに、特定母樹等原種苗木の需要の増大に対応するため、施設等を用いた原種苗

木増産技術の開発を進める。 

 林木遺伝資源の利用促進に資するため、新たな需要が期待できる早生樹種のコウ

ヨウザンについて、優良系統の選抜及び効果的な増殖方法の開発を進める。 

 無花粉スギの創出にかかるゲノム編集技術の開発を行うため、スギの花粉形成に

関与する遺伝子の改変を進める。 

 地球温暖化に伴う気候変動への適応策に資するため、ケニア森林研究所との共同

研究（ＪＩＣＡ技術協力事業）により、乾燥に強いケニアの郷土樹種（メリア及び

アカシア）の検定林のデータ収集及び解析を進めるとともに、成長量等の特性評価

に着手する。 

 

（２）長期的な基盤情報の収集、保存、評価並びに種苗の生産及び配布 

 長期的な基盤情報を収集するため、収穫試験地等における森林の成長・動態調査、

森林水文、渓流水質、気象等の長期モニタリング、木材の識別等基盤的情報の収集

等を継続して実施する。特に木材についてデータベースによる公開を進める。 

 また、きのこ類等森林微生物の遺伝資源について、対象を適切に選択しつつ概ね

50点を目処に探索・収集し、増殖・保存及び特性評価等を行う。 

 薬用等の機能性樹木として需要が期待できるキハダ及び突き板等での利用が期待

されているユリノキについて、優良系統の選抜が可能な母集団の作成に着手すると

ともに、育種素材等の収集、保存及び発芽特性等の調査を進める。また、配布申請

に従い、林木遺伝資源を配布する。 

 開発された優良品種等の原種苗木等について、都道府県等の要望する期間内に全
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件数の 90％以上を配布することを目標に、計画的な生産と適期配布に努める。 

 

（３）研究開発成果の最大化に向けた取組 

ア 「橋渡し」機能の強化 

 「橋渡し」機能を強化するため、以下の取組を行う。 

 

（ア）産学官及び民との連携、協力の強化 

 森林総合研究所に配置した産学官民連携推進担当研究コーディネーター及び産学

官連携・知財戦略室、各支所に配置した産学官民連携推進調整監等による連携・協

力体制をベースに、民間企業、大学、地域公設試等を含めたより大きな連携の仕組

みを強化する。 

 また、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第

63号）に基づく出資並びに人的及び技術的援助に関する業務の実施に対応できるよ

う、「研究開発法人による出資等に係るガイドライン」（平成 31 年１月 17 日内閣

府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）・文部科学省科学技術・学術政策

局決定）を踏まえ、必要な規程の整備を行う。 

 

（イ）研究開発のハブ機能の強化 

 森林総合研究所に配置した地域イノベーション推進担当研究コーディネーター及

び地域連携戦略室、各支所に配置した地域連携推進室により、森林総合研究所及び

支所が一体となって、地域の関係機関とのハブとなり、地域課題の抽出、外部資金

の獲得、研究開発による課題の解決、研究成果の地域への普及を行う。 

 全国に存在する水源林造成の事業地を研究開発のフィールドとして活用して、施

業技術や森林管理手法等の研究開発を推進する。 

 また、研究開発部門と水源林造成部門との情報交換会や研究者を講師とした整備

局の検討会等を通じ、研究者等による指導・助言を行い、研究開発の成果・知見を

活用した水源林造成業務における森林整備技術の高度化を支援するとともに、森林

所有者や林業事業体に対する研究成果の「橋渡し」に継続して取り組む。 

 森林総合研究所林木育種センター及び育種場についても、林木育種のハブとして、

地方の行政機関、研究機関、大学、関係団体、民間企業等との連携強化を図るため、

各種会議の開催や技術指導等を行う。 

 さらに森林総合研究所に配置した国際連携推進担当研究コーディネーター及び国

際連携・気候変動研究拠点により、気候変動研究、国際共同研究を効率的に推進し、

国際会議等における「成果の橋渡し」を行う。 
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イ 研究開発成果等の社会還元 

 研究開発で得られた成果や科学的知見等を社会に普及、還元するため、行政や林

業団体、民間企業等に対する講師派遣、講習会開催、技術指導や助言等を積極的に

行うほか、研究所が有する高度な専門知識や専門技術を必要とする木材等の鑑定や

各種分析、調査の依頼に対応する。 

 研究開発成果を、戦略的な知的財産管理を踏まえた上で、国内外の学術雑誌の論

文や学会発表等により速やかに公表する。 

 さらに、開発した優良品種等の早期普及を図るため、都道府県等に対し、採種園

等の造成・改良に関する講習会を合計 20回を目標に開催する。 

 

ウ 研究課題の評価、資源配分及びＰＤＣＡサイクルの強化 

 外部の専門家・有識者を招いた研究評価会議を開催し、研究課題の評価を実施す

る。外部評価の結果を踏まえ、社会情勢の変化に応じた機動的な課題の見直し等を

行い、研究開発成果の最大化に努める。 

 

２ 水源林造成業務 

（１）水源林造成業務の推進 

ア 事業の重点化 

 効果的な事業推進の観点から、事業の新規実施については、２以上の都府県にわ

たる流域等の重要な流域やダム等の上流など特に水源 涵
かん

養機能の強化を図る重要

性が高い流域内の箇所に限定する。（重点化率 100％実施） 

 

イ 事業の実施手法の高度化のための措置 

（ア）公益的機能の高度発揮 

 水源 涵
かん

養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点

から、新規の分収林契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、か

つ主伐時の伐採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した契約とする。 

 また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ

誘導する複層林施業等に施業方法を見直す。 

 

（イ）事業の効果的・効率的な実施 

① 事業実施過程の透明性の確保を図りつつ、事業の効果的・効率的な実施に努

めるため、チェックシートを活用し、事業を実施する。（チェックシート活用

率 100％実施） 

② 森林整備事業全体の動向を踏まえつつコスト削減に向けた取組を徹底する。 
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（ウ）搬出間伐と木材利用の推進 

 二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成はもとより、

林業の成長産業化等にも資する観点から、搬出間伐を推進するとともに、作業道の

丸太組工法などにおいて間伐材を含む木材の有効利用の推進に努める。 

 

３ 森林保険業務の推進 

（１）被保険者へのサービス向上 

 森林保険契約の引受けや保険金の支払い等について、必要な人材の確保、事務の

簡素化、システム化による各種手続の効率化、マニュアル化や研修の充実による業

務委託先を含めた業務実施体制の強化や迅速な保険金の支払い等の取組を推進し、

被保険者へのサービスの向上を図る。 

 なお、国の災害査定が、災害発生から２～３ヶ月以内としていることを参考に、

保険金の支払いの迅速化に向けた取組の目安として、損害実地調査については、林

道崩壊や積雪等により早期の調査が困難な場合、干害等において枯死していること

を確定する上で経過観察のため一定の期間が必要な場合など、損害実地調査終了ま

でに時間を要する特段の要因がない場合は、基本的に損害発生通知書を受理してか

ら調査終了までを３ヶ月以内とするために業務実施体制の強化、新技術の導入等に

ついて検討する。 

 

（２）加入促進 

 災害によって林業の再生産が阻害されることを防止するとともに、林業経営の安

定と森林の多面的機能の維持及び向上を図るため、森林保険の加入促進に向けた方

針を定期的に作成し、それに即した戦略的な取組を推進する。 

 なお、その際の目安として、基本的に下記の基準を満たすこととする。 

① ホームページの逐次更新や広報誌の４回以上の発行等を通じ、森林所有者や

森林経営計画作成者等に森林保険の概要や最新の情報等をわかりやすく発信す

る。 

② 関係諸機関と連携し、各都道府県、市町村、森林組合等を対象に、パンフレ

ットやポスター等を幅広く配布・設置する（3,000箇所以上設置）。 

③ 関係諸機関と連携し、少なくとも３年に１度は各都道府県で１回ずつ開催す

ることを念頭に、都道府県、市町村及び大規模森林所有者向けの説明会等を全

国的に行うなど効果的な普及活動を実施する（15回以上実施）。また、森林施

業を担う林業経営体等に対する説明会やインターネットを活用した情報提供等

も積極的に行う。 
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④ 森林所有者との窓口である森林組合系統を対象に、自然災害の発生傾向など

の地域的特徴を考慮して全国を複数のブロックに分けて、新規加入の拡大及び

継続加入の推進などを円滑に行う上で必要な森林保険業務の能力向上を図る研

修等を全国的に実施し、森林所有者に対し適切なサービスの提供を促進する（年

６回以上実施）。 

 

（３）引受条件 

 平成 31年 4月から適用する保険料率や割引等の引受条件の改定内容について森林

所有者へのお知らせ等を確実に実施する。 

 また、引き続き森林整備に必要な費用、木材価格等の林業を取り巻く情勢等を踏

まえつつ、保険運営の安定性の確保、被保険者へのサービスの向上の観点から、保

険料率、保険金額の標準をはじめとする引受条件の見直しの必要性について検討を

行う。 

 

（４）内部ガバナンスの高度化 

 金融業務の特性を踏まえた財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、外部

有識者等により構成される統合リスク管理委員会を２回以上開催し、森林保険業務

の財務状況やリスク管理状況を専門的に点検する。 

 

４ 特定中山間保全整備事業等完了した事業の評価及び債権債務の管理 

（１）特定中山間保全整備事業等の事業実施完了後の評価に関する業務 

   ア 事業実施完了後の評価に係る調査（社会経済情勢の変化等に関する基礎的資料

の作成。）を確実に行う。 

   イ 事業実施完了後の評価を確実に行う。 

 

（２）債権債務管理に関する業務 

 林道の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、特定中山間保全整

備事業等の負担金等に係る債権債務及びＮＴＴ－Ａ資金に係る債権債務について、

徴収及び償還業務を確実に行う。（徴収率 100％実施） 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 一般管理費等の節減 

（１）研究開発業務 

 運営費交付金を充当して行う事業（新規に追加されるもの、拡充分等を除く。）

については、業務の見直し及び効率化を進め、平成 29年度予算比で、一般管理費に
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ついては、少なくとも３％及び業務経費については、少なくとも１％の節減を行う。 

 

（２）水源林造成業務 

 一般管理費（公租公課、事務所借料等の所要額計上を必要とする経費を除く。）

については、特定中山間保全整備事業等とあわせて中長期計画に掲げた目標の達成

に向け、削減を行う。 

 

（３）森林保険業務 

 森林保険業務は、政府の運営費交付金を充当することなく、保険契約者から支払

われる保険料のみを原資として運営するものであり、一般管理費等の支出の大きさ

が保険料に直接的に影響することを踏まえ、支出に当たっては、物品調達の必要性、

加入促進業務やシステム化における費用対効果を十分検討することなどによりコス

ト意識を徹底して保険事務に必要な経費を節減し、効率的な業務運営を図り、将来

的な一般管理費等のスリム化につなげ、一般管理費（公租公課、事務所借料等の所

要額計上を必要とする経費を除く。）については、中長期計画に掲げた目標の達成

に向け、削減を行う。 

 なお、業務量及びそれに伴う一般管理費等は、保険料収入の変化や災害の発生状

況等により影響を受けることに留意する。 

 

（４）特定中山間保全整備事業等 

 一般管理費（公租公課、事務所借料等の所要額計上を必要とする経費を除く。）

については、水源林造成業務とあわせて中長期計画に掲げた目標の達成に向け、削

減を行う。 

 

２ 調達の合理化 

 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25

日総務大臣決定）等を踏まえ、公正かつ透明な調達手続による、適切で迅速かつ効果

的な調達を実現する観点から、「調達等合理化計画」を策定するとともに、同計画に

基づき、重点的に取り組む分野における調達の改善、調達に関するガバナンスの徹底

等を着実に実施する。 

 

３ 業務の電子化 

 電子化の推進等により事務手続きの簡素化・迅速化及び利便性の向上を図り、併せ

て適切なセキュリティ対策に努め、情報システムの堅牢性を確保する。 
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第３ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 研究開発業務 

 中長期計画に基づき、業務の効率化を進め、確実な経費の削減を図るなど、適切な

運営に努める。 

 

（１）収益化単位の業務ごとの予算と実績管理 

 運営費交付金の会計処理として、業務達成基準による収益化が原則とされたこと

を踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築し実施する。 

 

（２）セグメントの開示 

 一定の事業等のまとまりごとに、適切にセグメントを設定し、セグメント情報を

開示するとともに、研究分野別セグメント情報などの開示に努める。 

 

（３）自己収入の拡大に向けた取組 

 受託研究等の外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡大等に

より自己収入の確保に努める。本中長期目標の方向に即して、外部研究資金獲得等

について積極的に適切な対応に努める。 

 

２ 水源林造成業務 

 （１）長期借入金等の着実な償還 

 長期借入金及び債券については、13,828百万円を確実に償還する。 

 また、最新の木材価格や金利情勢などの経済動向や国費等の収入について一定の

前提条件をおいた債務返済に関する試算を行い、中長期計画に基づく償還計画額と

ともに公表し、これらと実績額について検証を行い、その結果を公表する。 

 

 （２）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営 

 「第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」を踏まえ

た予算を作成し、当該予算による効率的な運営を行う。 

 

３ 森林保険業務 

 （１）積立金の規模の妥当性の検証と必要な保険料率の見直し 

 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」も踏まえ、外部有識者等により構

成される統合リスク管理委員会において、積立金の規模の妥当性の検証を行い、そ

の結果を農林水産大臣に報告するとともに、必要に応じて、保険料率の見直しを検

討する。 
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 その際、①我が国においては、台風や豪雪等の自然災害の発生の可能性が広範に

存在し、森林の自然災害の発生頻度が高く、異常災害時には巨額の損害が発生する

おそれがあり、こうした特性に応じた保険料率の設定及び積立金の確保が必要であ

ること、②森林保険の対象となる自然災害の発生は年毎のバラツキが非常に大きい

ことから単年度ベースでの収支相償を求めることは困難であり長期での収支相償が

前提であること、③森林保険は植栽から伐採までの長期にわたる林業経営の安定を

図ることを目的としており、長期的かつ安定的に運営することが必要であること、

④積立金の規模は責任保険金額の規模に対して適切なものとする必要があることを

踏まえて取り組む。 

 

 （２）保険料収入の増加に向けた取組 

 森林保険業務の安定的な運営に資するため、新規加入の拡大、継続加入の推進等

による保険料収入の増加に向けて、関係諸機関と連携し、森林所有者、森林経営計

画作成者、林業経営体等への森林保険の加入促進活動に取り組む。 

 

４ 特定中山間保全整備事業等 

 （１）長期借入金等の着実な償還 

長期借入金及び債券については、7,566百万円を確実に償還する。 

（内訳） 

特定中山間保全整備事業等   5,024百万円 

緑資源幹線林道事業      2,542百万円 

 

 （２）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営 

「第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」を踏まえ

た予算を作成し、当該予算による効率的な運営を行う。 

 

５ 予算 

（１）研究開発業務 

  （研究・育種勘定）                     （単位：百万円） 

区 分 

 

 

重点課題 

「ア森林」 

 

重点課題 

「イ林業」 

 

重点課題 

「ウ木材」 

 

重点課題 

「エ機能解

明・林木育

種」 

勘定共通 

 

 

合 計 
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収 入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 受託収入 

 諸収入 

 前年度繰越金 

 

2,935 

0 

274 

3 

37 

 

2,390 

0 

132 

3 

25 

 

1,353 

0 

338 

3 

17 

 

2,501 

146 

209 

7 

28 

 

1,219 

77 

162 

24 

13 

 

10,398 

223 

1,115 

39 

121 

計 3,249 2,550 1,711 2.892 1,496 11,897 

支 出 

 人件費 

 業務経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

  研究・育種施設 

  整備費 

  熊本地震災害復旧 

  事業施設整備費 

 受託経費 

 

2,356 

440 

179 

0 

0 

 

0 

 

274 

 

1,655 

636 

127 

0 

0 

 

0 

 

132 

 

1,099 

189 

84 

0 

0 

 

0 

 

338 

 

1,769 

733 

35 

146 

146 

 

0 

 

209 

 

923 

0 

334 

77 

77 

 

0 

 

162 

 

7,801 

1,998 

760 

223 

223 

 

0 

 

1,115 

計 3,249 2,550 1,711 2,892 1,496 11,897 

（注) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（２）水源林造成業務 

  （水源林勘定）                       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収 入 

 国庫補助金 

 政府出資金 

 長期借入金 

 業務収入 

 業務外収入 

 

２１，６９６ 

１０，７７２ 

５，７００ 

１，３６３ 

１２１ 

  計 ３９，６５３ 

支 出 

 業務経費 

  造林事業関係経費 

  東日本大震災復旧・復興水源林業務経費 

 

２１，２６７ 

２０，７２０ 

５４７ 
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 借入金等償還   

 支払利息 

 一般管理費 

 人件費 

 業務外支出 

１３，８２８ 

１，０５０ 

３５０ 

３，２６８ 

２０ 

  計 ３９，７８３ 

（注１) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがあ

る。 

 (注２) 収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度として当該

収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。 

 

（３）森林保険業務 

  （森林保険勘定）                      （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収 入 

 業務収入 

 業務外収入 

 

１，８８３ 

１ 

  計 １，８８４ 

支 出 

 人件費 

 保険金 

 業務経費 

 一般管理費 

 業務外支出 

 予算差異 

 

２８８ 

１，１１１ 

５７３ 

１６４ 

０ 

▲２５２ 

  計 １，８８４ 

 (注１) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないもの

がある。 

 (注２) 収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度として

当該収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。 

 

（４）特定中山間保全整備事業等 

  （特定地域整備等勘定）                   （単位：百万円） 

区  分 金  額 
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収 入 

 政府交付金 

 長期借入金 

 業務収入 

 業務外収入 

 

９１ 

１，８６０ 

６，１６７ 

９ 

  計 ８，１２７ 

支 出 

 借入金等償還 

 支払利息 

 一般管理費 

 人件費 

 業務外支出 

 

７，５６６ 

３４３ 

１０９ 

１７２ 

６１ 

  計 ８，２５１ 

（注１）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。 

(注２) 収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度として当

該収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。 

 

６ 収支計画  

（１）研究開発業務 

  （研究・育種勘定）                     （単位：百万円） 

区 分 

 

 

重点課題 

「ア森林」 

 

重点課題 

「イ林業」 

 

重点課題 

「ウ木材」 

 

重点課題 

「エ機能解

明・林木育

種」 

勘定共通 

 

 

合 計 

 

 

費用の部 

 経常費用 

  人件費 

  業務経費 

  一般管理費 

  受託経費 

  減価償却費 

 財務費用 

 雑損 

5,374 

3,261 

2,356 

370 

209 

234 

92 

0 

0 

4,044 

2,625 

1,655 

589 

148 

112 

120 

0 

0 

2,841 

1,859 

1,099 

159 

98 

289 

213 

0 

0 

4,279 

2,667 

1,769 

617 

41 

178 

62 

0 

0 

2,085 

1,314 

923 

0 

233 

138 

20 

0 

11 

18,624 

11,725 

7,801 

1,735 

730 

952 

507 

0 

11 
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 臨時損失 2,113 1,419 982 1,613 760 6,887 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 受託収入 

 諸収入 

 資産見返運営費交付金 

 戻入 

 資産見返物品受贈額 

 戻入 

 賞与引当金見返に係る 

 収益 

 退職給付引当金見返に 

 係る収益 

 臨時利益 

5,402 

2,664 

274 

3 

78 

 

0 

 

149 

 

120 

 

2,113 

4,002 

2,203 

132 

3 

64 

 

0 

 

100 

 

81 

 

1,419 

2,850 

1,232 

338 

3 

169 

 

0 

 

69 

 

56 

 

982 

4,293 

2,203 

209 

7 

55 

 

0 

 

114 

 

92 

 

1,613 

2,114 

1,049 

162 

24 

22 

 

0 

 

54 

 

43 

 

760 

18,660 

9,351 

1,115 

39 

387 

 

0 

 

487 

 

393 

 

6,887 

純利益 

前中長期目標期間繰 

越積立金取崩額 

28 

3 

▲42 

1 

9 

15 

13 

1 

28 

4 

36 

25 

総利益 31 ▲41 24 14 33 61 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（２）水源林造成業務 

  （水源林勘定）                       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

 経常費用 

  分収造林原価 

  販売・解約事務費 

  水源環境林業務費 

  復興促進業務費 

  一般管理費 

  人件費 

  財務費用 

  雑損 

 臨時損失 

２，８９３ 

２，６９１ 

５０ 

９２２ 

２０ 

３３ 

２４７ 

５５１ 

８６８ 

０ 

２０２ 
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収益の部 

 経常収益 

  分収造林収入 

  販売・解約事務費収入 

  資産見返補助金等戻入 

  国庫補助金等収益 

  水源環境林負担金収入 

  賞与引当金見返に係る収益 

  財務収益 

  雑益 

 臨時利益 

２，７７５ 

２，５７３ 

４０８ 

８３９ 

２３ 

１，１６２ 

２ 

３２ 

０ 

１０８ 

２０２ 

純利益 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 

総利益 

▲１１８ 

５００ 

３８２ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（３）森林保険業務 

  （森林保険勘定）                      （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

 経常費用 

  人件費 

  支払保険金 

  支払備金繰入 

  責任準備金繰入 

  業務費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

２，１３３ 

２，１３３ 

２８９ 

１，１１１ 

－ 

－ 

６８２ 

５１ 

０ 

０ 

収益の部 

 経常収益 

  保険料収入 

  支払備金戻入 

  責任準備金戻入 

２，０１０ 

２，０１０ 

１，７６３ 

０ 

１２２ 
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  資産見返負債戻入 

  財務収益 

  雑益 

４ 

１２２ 

０ 

純利益 

総利益 

▲１２２ 

▲１２２ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（４）特定中山間保全整備事業等 

  （特定地域整備等勘定）                   （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

 経常費用 

  一般管理費 

  人件費 

  財務費用 

  雑損 

 臨時損失 

７２４ 

６７９ 

１１２ 

１７６ 

３３１ 

６０ 

４５ 

収益の部 

 経常収益 

  資産見返補助金等戻入 

  国庫補助金等収益 

  賞与引当金見返に係る収益 

  退職給付引当金見返に係る収益 

  割賦利息収入 

  財務収益 

  雑益 

 臨時利益 

５６７ 

５２３ 

１ 

９７ 

３ 

３ 

４１２ 

０ 

８ 

４５ 

純利益 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 

総利益 

▲１５７ 

２２４ 

６７ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

７ 資金計画  

（１）研究開発業務 
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  （研究・育種勘定）                      （単位：百万円） 

区 分 

 

 

重点課題 

「ア森林」 

 

重点課題 

「イ林業」 

 

重点課題 

「ウ木材」 

 

重点課題 

「エ機能解明

・林木育種」 

勘定共通 

 

 

合 計 

 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次年度への繰越 

3,249 

3,138 

111 

0 

0 

2,550 

2,484 

66 

0 

0 

1,711 

1,625 

86 

0 

0 

2,892 

2,603 

288 

0 

0 

1,496 

1,389 

106 

0 

0 

11,897 

11,239 

657 

0 

0 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による 

収入 

受託収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設整備費補助金 

による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

その他の収入 

前年度からの繰越 

3,249 

3,212 

2,935 

 

274 

3 

0 

0 

 

0 

0 

0 

37 

2,550 

2,525 

2,390 

 

132 

3 

0 

0 

 

0 

0 

0 

25 

1,711 

1,694 

1,353 

 

338 

3 

0 

0 

 

0 

0 

0 

17 

2,892 

2,717 

2,501 

 

209 

7 

146 

146 

 

0 

0 

0 

28 

1,496 

1,405 

1,219 

 

162 

24 

77 

77 

 

0 

0 

0 

13 

11,897 

11,553 

10,398 

 

1,115 

39 

223 

223 

 

0 

0 

0 

121 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（２）水源林造成業務 

  （水源林勘定）                       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

４６，５０２ 

２６，０５６ 

２０ 

１３，８２８ 

６，５９８ 

資金収入 

 業務活動による収入 

４６，５０２ 

２３，１６２ 
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  補助金収入 

  収穫等収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

２１，６９６ 

１，３４６ 

１２０ 

２０ 

１６，４７２ 

６，８４７ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（３）森林保険業務 

  （森林保険勘定）                      （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

１４，７０３ 

２，１１８ 

２，０１７ 

１ 

１０，５６８ 

資金収入 

 業務活動による収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

１４，７０３ 

１，８８４ 

－ 

－ 

１２，８１９ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（４）特定中山間保全整備事業等 

  （特定地域整備等勘定）                   （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

１３，５１４ 

８７２ 

１ 

９，３６６ 

３，２７５ 

資金収入 

 業務活動による収入 

１３，５１４ 

６，２６４ 
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  政府交付金収入 

  負担金・賦課金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

９１ 

５，７４６ 

４２７ 

３ 

３，６６０ 

３，５８６ 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

８ 保有資産の処分 

 保有資産の見直し等については、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本

的視点について」（平成 26年９月２日付け総管査第 263号総務省行政管理局通知）に

基づき、保有の必要性を不断に見直し、保有の必要性が認められないものについては、

不要財産として国庫納付等を行うこととする。 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１ 研究開発業務 

    13億円 

    （想定される理由） 

    運営費交付金の受入の遅延等に対応するため 

２ 特定中山間保全整備事業等 

    22億円 

    （想定される理由） 

    ・借入金等の償還とその財源となる負担金等の徴収の制度差に起因する一時的な

資金不足 

    ・その他一時的な資金不足 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

１ 研究・育種勘定 

 なし 

２ 特定地域整備等勘定 

 書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、関係機関との調

整等所要の措置を講じた上で、国庫納付の事務手続きを進める。 

 

第６ 不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画 

 水源林造成業務における分収造林契約等に基づく主伐及び間伐に伴う立木の販
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売、公共事業等の実施に伴い支障となる立木の販売を計画する。 

    （計画対象面積の上限） 16,400ha 

 

第７ 剰余金の使途 

１ 研究・育種勘定 

   剰余金は、研究等機材及び施設の充実を図るための経費に充てる。 

２ 水源林勘定 

   剰余金は、借入金利息及び債券利息に充てる。 

３ 特定地域整備等勘定 

剰余金は、負担金等の徴収及び長期借入金若しくは債券の償還に要する費用に充て

る。 

 

第８ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項等 

１ 施設及び設備に関する計画 

 省エネルギーの推進や維持・管理経費の節減、安全確保等のための老朽化施設の更

新を図る観点から、業務の実施に必要な施設及び設備について、計画的な整備に努め

る。 

 

  施設及び設備に関する計画 

                              （単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 

北海道支所暖房設備改修 

四国支所構内電気設備他改修 

林木育種センター東北育種場 F2世代開発推進交雑温室

整備 

林木育種センター東北育種場奥羽増殖保存園種穂増殖

温室改修 

林木育種センター関西育種場 F2世代開発推進交雑温室

改修 

林木育種センター九州育種場 F2世代開発推進交雑兼種

穂増殖温室改修 

 

 

 

 

  ２２３ 

 

 

２ 人事に関する計画 

（１）研究開発業務 

 研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置等を行う。 
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 管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。 

 

（２）水源林造成業務 

 水源林造成業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の適切な配置等を行

う。 

 

（３）森林保険業務 

 森林保険業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の適切な配置等を行う。 

 

（４）特定中山間保全整備事業等 

 特定中山間保全整備事業等の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の適切な

配置等を行う。 

 

３ 積立金の処分 

（１）研究・育種勘定 

 前中長期目標期間繰越積立金は、前期中長期目標期間中に自己収入財源で取得し、

当期中長期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当す

る。 

 

（２）水源林勘定 

 前中長期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に充てる。 

 

（３）特定地域整備等勘定 

 前中長期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収並びに長期借入金及び債券の償

還に要する費用に充てる。 

 

４ 研究開発業務と水源林造成業務及び森林保険業務との連携の強化 

（１）研究開発業務と水源林造成業務の連携 

 全国に存在する水源林造成の事業地を研究開発のフィールドとして活用して、施

業技術や森林管理手法等の研究開発業務を推進する。 

 検討会等を通じ、研究開発業務で得られた成果や科学的知見を活用して水源林造

成業務における森林整備技術の高度化を図るとともに、森林所有者や林業事業体へ

の研究成果の「橋渡し」に取り組む。 
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（２）研究開発業務と森林保険業務の連携 

 森林の自然災害に関する専門的知見を活用した森林保険業務の高度化及び森林保

険業務で得られたデータを活用した森林災害に係る研究を推進する。 

 

５ 行政機関や他の研究機関等との連携・協力の強化 

 森林研究・整備機構は、我が国の森林・林業・木材産業に関する総合的な研究を推

進する中核機関であるとともに、森林整備センター及び森林保険センターを擁する機

関であることから、内部での連携を取りつつ、国、都道府県、他の研究機関、大学、

民間企業等との連携・協力を積極的に行う。 

 また、災害への緊急対応や行政機関等への技術指導等のため、専門家を派遣すると

ともに、学術的知見や研究情報の提供等を行う。 

 さらに、森林保険は、林業経営の安定や森林の多面的機能の発揮に資する公的保険

であり、森林・林業の諸政策と連携した取扱いによりその役割が高度に発揮されるも

のであることから、行政機関等と連携・協力した取組を推進する。 

 

６ 広報活動の促進 

（１）研究開発業務 

 森林研究・整備機構の情報を広く発信するため、機構ホームページの活用や環境

報告書の発行等を推進する。研究開発業務においては、研究所の成果及び森林・林

業・木材・林木育種に関する情報を広く社会に発信するため、季刊森林総研や研究

成果選集、林木育種情報等の広報誌発行、ウェブサイト掲載、フェイスブック掲載、

記者会へのプレスリリース、市民向けの森林講座・公開講演会・一般公開の開催、

外部の各種イベントへの出展など、広報活動を積極的に推進する。 

 

（２）水源林造成業務 

 水源林造成業務については、研究開発業務との連携を図りつつ、森林整備に係る

技術情報を提供するため、職員及び造林者等を対象とした整備局の検討会を６回以

上開催する。 

 森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において２件以上発表す

る。 

 水源林造成業務に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効果、

効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト(ホームページ）、広報誌等により

広報するとともに、平成 30年度分収造林契約実績のウェブサイトへの掲載等を実施

する。 

 事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデータ
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の蓄積を実施する。 

 

（３）森林保険業務 

 森林保険の重要性、保険金の支払い状況等の業務の実績、災害に係る情報のほか、

森林保険の窓口業務を担う委託先の紹介や被保険者の御意見等をホームページや広

報誌等を通じて積極的に発信することにより、森林所有者の理解の醸成に努め、森

林保険の利用拡大につながるよう効果的に広報活動を行う。 

 

７ ガバナンスの強化 

（１）内部統制システムの充実・強化 

 各業務について、役員から現場職員までの指揮命令系統や連絡・報告体制を明確

化するとともに、職員に対し適切な業務執行を図るためのルールの周知徹底を行う。 

 また、監事及び監査法人等との連携強化を図るとともに、各種研修への参加等に

より監査従事職員等の資質向上を図りながら、ＰＤＣＡサイクルの下、内部監査を

効率的・効果的に実施する 

 

（２）コンプライアンスの推進 

 役職員は、森林研究・整備機構の使命達成のため、「行動規範」及び「職員倫理

規程」を遵守し、高い倫理観をもって業務を遂行する。 

 このため、外部有識者を含めたコンプライアンス推進委員会を開催し、取組方針

を定め、これに基づきコンプライアンスの確保を図る。 

 また、研究活動における不適正行為を防止するため、政府が示したガイドライン

等を踏まえた対策を推進するとともに、不適正な経理処理事案の再発防止策の周知

及び徹底、不正防止計画の着実な推進に努める。 

 

８ 人材の確保・育成 

（１）人材の確保 

 研究開発業務の成果の創出のため、人材の確保に当たっては、常勤職員の採用に

加え、テニュアトラック制や、任期付き研究員制度、再雇用等を活用し、女性・外

国人・若手・中堅研究者・シニア研究員等、森林研究・整備機構が必要とする才能

豊かで多様な人材の確保に努める。また、クロスアポイントメント制度を活用した

研究者の人事交流を進める。 

 水源林造成業務の確実な実施のため、必要な人材を確保する。 

 森林保険業務の適正な実施、専門性の向上のため、林業経営や森林被害等に精通

した職員を配置するほか、新規採用や、林野庁、損害保険会社及び森林組合系統等
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からの出向等により必要な人材を確保する。 

 

（２）職員の資質向上 

 平成 28年度に改正した森林研究・整備機構の人材育成プログラムに基づき、個人

の資質や経歴、年齢に応じた研修等を実施し、研究遂行能力の向上とともに、研究

マネジメント能力やコーディネート能力等、研究管理部門等が必要とする能力を開

発し、個々の研究者の資質を活かす様々なキャリアパスへの誘導を計画的に進める。 

 さらに、一般職員についても、職員の資質の向上を図るため、業務に必要な各種

資格を計画的に取得させることに努めるとともに、水源林造成業務や森林保険業務

における高度な専門知識が必要とされる業務を適切に実施するため、各種研修に職

員を参加させること等により、高度な専門知識と管理能力を有する職員を育成する。 

 このほか、男女共同参画の推進及び女性研究者の活躍促進に向けた支援の充実の

ため、男女共同参画の推進に努める。 

 

（３）人事評価システムの適切な運用 

 職員の業績及び能力の評価については、公正かつ透明性の高い評価を実施する。 

 研究職員の業績評価については、研究業績や学会活動をはじめ、行政、民間・企

業等への技術移転及び森林総合研究所の業務推進等への貢献を十分勘案して行う。

また、一般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点から、国

が実施する評価制度に準じた評価を実施する。 

 人事評価結果については、組織の活性化と業務実績の向上を図る観点から、適切

に処遇へ反映させる。 

 

（４）役職員の給与水準等 

 役職員の給与については、国家公務員の水準となるように取り組むとともに、そ

の水準を公表する。 

 また、研究開発業務については、手当を含め給与の在り方を検証し、クロスアポ

イントメント制度導入後の実態を踏まえた検証や業務の特性に応じた報酬・給与制

度について検討を行う。 

 

９ 情報公開の推進 

 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13年法律第 140号）に基

づき、適切に情報公開を行う。 

 なお、森林保険業務に関する情報公開の実施に当たっては、民間の損害保険会社が

行っている情報公開状況や日本損害保険協会策定の「ディスクロージャー基準」等を
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参考とする。 

 

10 情報セキュリティ対策の強化 

 政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セキュリティ

ポリシーを適時適切に見直すとともに、これに基づき情報セキュリティ対策を講じ、

情報システムへのサイバー攻撃に対する防御力、組織的対応能力の強化に取り組む。

また、対策の実施状況を把握し、ＰＤＣＡサイクルを踏まえ、情報セキュリティ対策

の改善に努める。特に、情報セキュリティインシデントが発生した際の関係部署等へ

の速やかな報告・連絡体制を確保する。 

 また、特定個人情報を含む個人情報についての管理・保護の徹底に努める。 

 

11 環境対策・安全管理の推進 

 「国立研究開発法人森林研究・整備機構環境配慮基本方針」及び「エネルギーの使

用の合理化に関する法律」等に基づき、環境対策、省エネ対策及び安全管理を推進す

る。 

 さらに、化学物質等の適切な管理を図るため、関係規程類の整備と手引書の見直し

等を随時行うとともに、化学物質管理システムによる化学物質の一元的な管理を推進

する。これら取組については、環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、研究

及び事業活動に係る環境報告書を作成・公表する。 

 労働災害等の未然防止の観点から、安全衛生管理の年度計画を策定し、研修等を実

施するとともに、安全衛生委員会等による職場点検に取り組むほか、労働災害等の発

生時における対応等を周知徹底する。 

 水源林造成業務については、事業者等の労働安全衛生が確保されるよう、指導の徹

底に努める。 
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